
建設業者の社会保険未加入対策 庁内向け運用マニュアル 

 

～ はじめに ～ 

建設業者の社会保険未加入対策については、国土交通省が建設工事に従事する技能労働者の処

遇改善と不適格業者の排除を目的として進めており、地方公共団体についても、同様の取組が要

請されているところです。また、令和６年６月には第三次担い手３法が公布され、そのうち、適

正な労務費等の確保と行き渡り等、労働者の処遇改善に関する事項等については、令和７年１２

月に施行されました。 

改正された建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、著しく

低い労務費等による契約締結が禁止されたほか、中央建設業審議会が「労務費に関する基準」を

作成して工事請負契約における適正な労務費の水準を明確化するとともに、公共工事においては

入札金額内訳書における労務費の内訳明示が義務化されるなど、現在、建設業における担い手の

処遇改善に向けた取組が力強く進められているところです。 

本市においては、平成２８年６月から公契約基本条例に基づき、工事及び工事に類する業務委

託（樹木維持管理、街路樹等育成管理、道路清掃、河川美化作業等に係る業務委託契約）（以下

「工事等」）のうち、予定価格５千万円超の案件については、受注者及び全ての下請業者に対し

労働関係法令遵守状況報告書（以下「遵守状況報告書」）の提出を求め、その中で社会保険（健

康保険、厚生年金保険、雇用保険の３保険を言う。以下同じ。）の加入状況を確認し、未加入業

者に対して加入指導を行っているところですが、社会保険未加入対策の更なる強化を図るため、

以下の取組についても、本マニュアルに基づき適切に運用していただきますようお願いいたしま

す。 

１ 遵守状況報告書の対象外となる予定価格５千万円以下の工事等について、適正な法定福利費

の確保に係る指導を行います。 

２ 社会保険への加入を一層推進するためには、必要な法定福利費が契約段階から確保されるこ

とが重要であることから、工事請負契約約款第３条により、請負代金内訳書に法定福利費（健

康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害

補償保険料の事業主負担額をいう。以下同じ。）を明示することを義務付けます。 

 

１ 社会保険加入状況の確認と未加入業者の指導等 

⑴  取組の概要 

工事担当課において、⑵の対象契約の全ての下請のうち、建設業許可を取得していない者

※について社会保険の加入状況を確認します。社会保険未加入業者※（以下「未加入業者」と

いう。）を確認した場合は、工事担当課が受注者を通じて指導を行ってください（事務の流れ

はＰ５参照）。 

令和８年４月３０日改定 
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  ※ 令和２年１０月から建設業許可取得の要件として対象となる社会保険加入が定められて

おり、令和７年１０月段階で建設業許可取得者は対象となる社会保険に加入しているため 

※ 「社会保険未加入業者」とは、各保険に加入する義務があるにもかかわらず未加入の者

をいいます。社会保険加入義務のない事業者（例えば常用労働者５人未満の個人事業主の

健康保険、厚生年金保険）は含まれません。 

※ 受注者については、対象となる社会保険加入を競争入札参加資格（工事）の要件として

いるため、確認不要です。ただし、随意契約で特別の理由により本市競争入札参加資格（工

事）のない者と契約を締結する場合は、受注者も確認し、⑶ウに準じて対応してください。 

⑵ 指導等の対象となる契約 

予定価格５千万円以下の工事等（随意契約を含む。小規模修繕※は含まない。） 

※ 「小規模修繕」とは、工事等に該当しない原状回復を目的とする小規模な修繕業務で、

需用費で支出しているものをいいます（金額は２００万円以下の場合がほとんどですが、

専決の定めによってはそれ以外の金額の場合もあります。）。工事等に該当するものは、契

約金額にかかわらず確認・指導の対象になりますので、御注意ください。 

⑶ 工事担当課で対応いただくこと 

ア 随意契約を締結するときは、契約の締結までに社会保険加入の徹底に係る周知文（Ｐ６

参照）を手交してください。（入札案件は契約課にて契約時に手交） 
※ 随意契約を事業所管課が締結する場合は、事業所管課と工事担当課で連携のうえ事業

所管課で同じ対応を行うよう工事担当課からも確認してください。 
イ 施工体制台帳又は再下請負通知書（Ｐ１１～１２。以下「施工体制台帳等」という。）の

受理時、社会保険の加入状況を確認してください。 
※ 完了検査時などにも、必要に応じて確認してください。 

ウ 上記イで未加入業者※を確認したときは、受注者に、周知文と国のパンフレット（Ｐ６

～１０参照）を手交し、当該未加入業者を指導するよう口頭で指示してください。 

 
２ 請負代金内訳書への法定福利費の明示 

⑴  取組の概要 

社会保険への加入を一層推進するためには、必要な法定福利費が契約段階から確保される

ことが重要であることから、工事請負契約書第３条により、契約締結後に受注者から工事担

当課に提出される請負代金内訳書に法定福利費（当初契約金額に対する概算額）を明示する

ことを義務付けます。 
 ⑵ 対象となる契約 

工事等（金額は問わない。随意契約を含む。） 

⑶ 工事担当課で対応いただくこと 

ア 以下の方法により、あらかじめ本市の設計の積算額に含まれる法定福利費概算額（以下

「市概算額」）を算定してください。 
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○ 概算額の算定方法（国に準拠） 
概算額＝工事価格（税抜）×国が工種ごとに定める平均割合（Ｐ１３参照。複数の工

種を含む工事等の場合、主要な工種の平均割合を使用してください。） 
   ※ 入札案件については、事後公表用資料（落札者決定後に契約課で閲覧に供する積算内

訳書）に市概算額を記載します（Ｐ１４の指定様式を添付）。随意契約については、入札

案件のような対応は不要ですが、受注者から市概算額を知りたいとの申し出があった場

合は、適宜お示しください。 
イ 契約後、受注者から工事担当課に提出された請負代金内訳書に法定福利費が記載されて

いるかどうかを確認し、記載がない場合は再提出を、法定福利費が上記アの１／２以下の

場合は記載された法定福利費に誤りがないかの確認を、受注者に指示してください。（確認

の結果、なお上記アの１／２以下の場合は契約課まで様式（Ｐ１５）を提出してください。） 
※ 事業者の法定福利費の計算方法についてはＰ１６～１８、請負代金内訳書への記載方

法についてはＰ１９参照 
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（参考１）工事請負契約約款（抄）（令和８年４月１日改正後） 
（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、契約締結後速やかに設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以下「内訳書」

という｡）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。ただし、内訳書について

は、発注者においてその必要がないと認めたときは、その提出を免除することができる。 

２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等（健康

保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害

補償保険料）の事業主負担額をいう。）及び安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の

確保の推進に関する法律第１０条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する

経費をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法第２条第５項に規定する

特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとす

る。 

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

（下請負人の健康保険等加入義務等） 

第９条 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法第２条第３項に定

める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険未加入者」という。）

を下請負人としてはならない。ただし、発注者が定める期間内に、社会保険未加入者が当該

届出をし、その事実を記載した報告書を受注者が発注者に提出したときは、この限りでない。 

⑴ 健康保険法第４８条の規定による届出 

⑵ 厚生年金保険法第２７条の規定による届出 

⑶ 雇用保険法第７条の規定による届出 
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受注者の皆様へ 

京都市 
 

社会保険加入の徹底について 
 

 本市では、社会保険加入を徹底するため、以下のと

おり取組を行っています。御理解と御協力をお願いし

ます。 

 
１ 社会保険加入状況の確認 

  予定価格５千万円以下の工事について、全ての下

請事業者（建設業許可を有する者を除く。）の健康

保険、厚生年金保険、雇用保険の加入状況を、施

工体制台帳等で確認します。 
 ※ 予定価格５千万円超の工事は、これまでどおり京都市公契約基本条例に基づく

「労働関係法令遵守状況報告書」で確認します。なお、令和２年度から建設業許

可・更新の要件として許可申請者毎に必要となる社会保険加入が定められており、

令和８年度以降、建設業許可取得業者は、許可・更新段階において必要となる社

会保険に加入しています。 

 社会保険未加入業者を確認した場合 

 ○ 工事担当課から受注者に未加入業者を確認し

た旨をお伝えします。 

  → 未加入業者に加入指導を行ってください。 
  

 

２ 請負代金内訳書への法定福利費の明示 

  工事担当課に提出する請負代金内訳書に法定福

利費（建設工事に従事する者の健康保険料等（健

康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・

子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保

険料）の事業主負担額をいう。）を明示してくださ

い。 
 

（本市の社会保険未加入対策はこちらを御覧ください） 
http://www2.city.kyoto.lg.jp/rizai/chodo/kouji/kouji.htm 
（問合せ先） 

 京都市行財政局管財契約部契約課 電話 ２２２－３３１１ 

-6-

http://www2.city.kyoto.lg.jp/rizai/chodo/kouji/kouji.htm


発注者には、法令違反の手助けと なる未加入企
業への発注を慎むよう 要請さ れています。

●未加入の下請企業に発注する元請企業も
　 同様です。

（ 例）　 　 　 マーク

加入企業を認証する仕組みも 実施予定です。　

㊜

最低限の福利厚生（ 社会保険）を確保し 、他産業に大きく 劣る就労環境を改善し ましょう 。

労働者の高齢化

社会保険への加入は、法令上の義務です。

未加入企業は不利になるおそれがあり ます。

社会保険の加入状況

若年入職者の減少

10
平成13年

●就業者の年齢構成推移（ ％） ●24歳以下の入職者数（ 万人）

総務省「 労働力調査」 厚生労働省「 雇用動向調査」

平成18年

25 .0万人

平成23年 平成4年 平成21年

建設業
55歳以上

全産業
55歳以上

全産業
29歳以下

建設業
29歳以下

15

20

25

30

35
32 .8

30 .2

23.1
22.3

23 .9

19.6

15.0

11.8

28.6
27.9

19.4

17.3 5 .2万人

0

5

10

15

20

25

30

社会保険への加入を徹底し ましょう！

『 建設業＝社会保険にすら 入っていない業界』
と 思われ、若い人材が集まり ません！

（ 注）平成2 3 年1 0 月調査； 法令上の義務がある３ 保険への

加入割合（ 調査対象： 公共事業に携わった建設労働者）

【 参考】
元請７８ ％、１ 次５５ ％、２ 次４４ ％、３ 次下請以下４４ ％

1

激
減

加入

57％

未加入

43％

建設業では、若い人材が
どんどん減っています。

法令上の義務である社会保険加入を徹底しましょう 。

元請企業の方へ
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自社と 下請企業の社会保険加入を徹底し ましょう 。

1

2

2
◆加入し ているかを定期的に把握し ましょう 。

（ 出典）国土交通省「 社会保険の加入に関する下請指導ガイド ライン」（ 平成24年7月）
　 　 　 http:/ / w w w.mlit .go.jp / tot ikensangyo/ const/ tot ikensangyo_const_fr2_000008.htm l

元請企業の方へ

協力会社に対し ては・・・

現場労働者に対し ては・・・

◆下請契約の前に、加入し ているか確認し ましょう 。

◆施工体制台帳や再下請負通知書の「 健康保険等の加入状
況」欄※を利用し て、2次以下の下請も 含め、加入し ている
か確認し ましょう 。

◆工事現場に新規入場者を受け入れる際、作業員名簿の社
会保険欄※を確認し ましょう 。

☆原則、労働者全員の加入が必要です。形式的には一人親方でも、実態として労働者と認め
られる場合は、一人親方とは扱われません。

※「 作業員名簿」に被保険者番号記入欄が追加されました。（ 全建様式の改正）

下請企業に対し ては・・・

※「 施工体制台帳」と「 再下請負通知書」の記載事項に、再下請負人の保険加入状況が追加されました。（ 建設業法施行規則の改正）

まず、自社の労働者を社会保険に加入さ せて下さ い。

元請企業は、下請企業（ 含、2次下請以下）に
社会保険に入るよう 指導し て下さ い。

協力会社組織も 活用し ながら 、工事現場でのポスタ ーの掲示、
講習会等により 、周知啓発に努めましょう 。

●遅く と も 平成29年度以降は、未加入企業を下請けに選定し ない取扱いと すべきです。

●遅く と も 平成29年度以降は、適切な保険への加入が確認できない作業員は、
　 現場入場を認めない取扱いと すべきです。

早
期
の
加
入
を

指
導
し
て
下
さ
い

「 知ってもらうこと 」が重要です。

下

請

へ

の

指

導 適
切
な
保
険
に

加
入
さ
せ
る
よ
う

下
請
を
指
導
し
て

下
さ
い

未
加
入
の
場
合

未
加
入
の
場
合
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建設労働者の保険加入に必要な
社会保険料（ 法定福利費）を確保し ましょう 。

下請契約額
義務とし て支出するため

削ってはいけない費用

法定福利費に
支出実際、工事に使える金額

3

発注者から 法定福利費を確保し 、下請に適正に支払う 必要があり ます。✓

法定福利費の確保は、保険加入の大前提です！

発注者に対し ては・・・

国から 、発注者団体に、法定福利費を見込んだ額で契約するよう 通知さ れています。

公共工事では、法定福利費の会社負担分と 本人負担分の両方が予定価格に算入さ れる
よう になり まし た。

下請労働者の法定福利費を含む金額の見積書を作成・ 提出し て、

法定福利費が確保さ れた契約を結ぶよう 、発注者に要請し ましょう 。

見積依頼時には、専門工事業団体が作成し た標準見積書の活用等によって、法定福

利費を内訳明示し た見積書を提出するよう 依頼し ましょう 。

下請企業と の契約時には、下請見積書で内訳明示さ れた法定福利費の額を尊重し 、

法定福利費を圧迫し ないよう にし ましょう 。

下請企業に対し ては・・・

「 発注者・ 受注者間における 建設業法令遵守ガイド ラ イ ン 」で は、「 法定福利費相当額を 含まな い金額

で 建設工事の請負契約を 締結し た場合には、発注者がこ れら の保険への加入義務を 定めた法令の違

反を 誘発する おそ れがあると と も に、発注者が建設業法第１９ 条の３ に違反する おそ れがある 」と さ

れて います。

法定福利費は、本来、発注者が負担する工事価格に含まれるべき 経費です。

（ 参考）建設業法（ 昭和24年法律第100号）第19条の3  （ 不当に低い請負代金の禁止）
注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請負
代金の額とする請負契約を締結してはならない。

★元請側が見積依頼の様式や見積条件を決めている場合は、これらを改正し 、下請見積書に法定福利費を内訳明示するよう求めましょう。

（ 国土交通省から元請団体等あての通知；平成24年9月13日，http://www.mlit.go.jp/common/000229422 .pdf ）

（ 国土交通省「 建設業法令遵守ガイドライン」；平成24年7月）

元請企業が、下請見積の法定福利費を 尊重せず、一方的に削減し たり 、法定福利費相当額を 含めない金

額で建設工事の請負契約を 締結し 、その結果「 通常必要と 認めら れる原価」に満たない金額と なる場合

には、建設業法第19条の3の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがあり ます。

不足！
圧迫

元請企業の方へ
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4

Q Q

※１ ： 適法に国民健康保険組合（ 建設国保や全国土木建築国保等）に加入している場合は、健康保険（ 協会けんぽ）に入り直す必要はありません。
※２ ： 形式上は請負のような形をとっていても、実態として労働者であると認められる場合は、一人親方とは扱われません。会社が加入する保険に

加入させて下さい。

一般財団法人建設業振興基金 構造改善センタ ー

TEL 03－5473－4572   FAX 03－5473－4594
受付時間： 9時～12時　 13時～17時（ 土日・ 祝日を除く ）

ht tp :/ / w w w.kenset su-k ik in.o r.jp / ho ken-kanyu/

雇用保険：  労働基準監督署

 公共職業安定所

健康保険・ 年金保険： 年金事務所

ht tp :/ / w w w.mhlw.go.jp / bunya/ roudoukijun/ locat ion.html
ht tp :/ / w w w.mhlw.go.jp / kyujin/ hw map.htm l
ht tp :/ / w w w.nenkin.go.jp / n/ w w w / sect ion/ index.html

国土交通省建設業法令遵守本部「 駆け込みホット ラ イン 」

ＴＥ Ｌ  0570－018－240（ 全国共通）　ＦＡ Ｘ  0570－018－241
受付時間： 10時～12時 　 13時30分～17時（ 土日・ 祝祭日・ 閉庁日除く ）

E-m ail：kakeko m i-hl@m lit .go .jp

国土交通省「 建設業の社会保険未加入対策」ポータ ルサイト はこ ちら
ht t p :/ / w w w.m l it .go .jp / t o t ikensangyo / co nst / t o t ikensangyo _co nst _t k2_000067 .ht m l

株式会社など法人に
勤めている労働者

個人経営の事業所に
勤めている労働者

常時使用する
労働者が 5人以上

常時使用する
労働者が 5人未満

雇用保険
健康保険※１

厚生年金保険

雇用保険
国民健康保険※１

国民年金

国民健康保険※１

国民年金
一人親方※２

平成24年11月から 、建設業の許可・ 更新時、経営事項審

査（ 経審）時、そし て事業所への立入検査時に加入状況を

確認し ます。未加入の場合には加入指導が行われます。

▶「 推進協議会」を結成し て加入徹底を進めています。

▶ 各建設業団体では、「 加入促進計画」を策定し 、主体的に対策を進めています。

行政によるチェックが始まりまし た。

よく あるご質問 （ Q&A）

建設労働者が加入するべき社会保険等は？

行政、発注者、元請、下請が一丸と なって、社会保険加入に取り 組んでいます。

お問い合せは

加入手続きは

建設業法違反に関する通報窓口

指
導
に
従
わ
ず

未
加
入
の
場
合

社会保険部局に通報さ

れ、強制加入措置を 受け

たり 、状況によって建設業

担当部局から 監督処分を

受けること があります。

年金受給に必要な資格期間は１０ 年に短縮さ れまし た

（ 平成27年10月～施行予定）。

また、年金保険は、病気等により 初めて診療を 受けた日や
死亡し た日の前々月までの直近１ 年間に保険料の未納が

ないなどの要件を満たせば障害年金や遺族年金にも つな

がります。

 ｢社会保険の加入に関する下請指導ガイド ライン｣に沿って、行ってく ださ い。

ht tp :/ / w w w.mlit .go .jp / to t ikensangyo/ const / to t ikensangyo_co
nst_fr2_000008.htm l

指導に当たっては、状況に応じ てまずは口頭による指導を行う こと

も 考えら れますが、最終的には文書による指導を行う こと で、指導

の実績を 残し て今後の下請企業の選定等に役立てていく こと が
適切です。

Q R

下請に対する
具体的な指導方法は？

こ れから 年金をかけても
年金の加入期間
25年に達し ないため
払い損では？

元請企業の方へ
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内
容

元
請

名
称

・
事

業
者

I
D

《
自

社
に

関
す

る
事

項
》

大
臣

　
特

定

知
事

　
一

般

大
臣

　
特

定

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

工
事

業

工
事

業

 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号

安
全
衛
生
推
進
者
名

有
　

無

《
再

下
請

負
関

係
》

再
下

請
負

業
者

及
び

再
下

請
負

契
約

関
係

に
つ

い
て

次
の
と

お
り

報
告

い
た

し
ま

す
。

会
社

名
・

事
業

者
I
D

代
表

者
名

工
事
業

工
期

自
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

至
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

契
約

日
年
　
　

　
月

　
　

　
日

　

　
　

年
　

　
月

　
　

日

住
所

電
話

番
号

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

再
下

請
負

通
知

書
（

作
成

例
）

直
近

上
位

注
文

者
名

【
報

告
下

請
負

業
者

】

許
可
（

更
新

）
年

月
日

有
　
無

工
事
業

大
臣

　
特

定
 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号
　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

大
臣

　
特

定
 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号

 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号

許
　
可
　
番
　
号

自
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

至
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

年
　
　
　
月
　
　
　
日

　

安
全

衛
生

責
任

者
名

雇
用

管
理

責
任

者
名

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外
加

入
　

　
未

加
入

適
用

除
外

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

営
業

所
の

名
称

知
事

　
一

般

営
業
所
の
名
称

建
設

業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業

種
許
　
可
　
番
　
号

外
国
人
技
能
実
習
生
の

従
事
の
状
況
（
有
無
）

有
　
無

一
号

特
定

技
能

外
国

人
の

従
事

の
状
況

（
有

無
）

外
国
人
技
能
実
習
生
の

従
事
の
状
況
（
有
無
）

有
　
無

一
号
特
定
技
能
外
国
人
の

従
事
の
状
況
（
有
無
）

監
督

員
名

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

工
期

雇
用
保
険

雇
用
管
理
責
任
者
名

雇
用

保
険

　
　
年
　
　
月
　
　
日

厚
生
年
金
保

険
雇
用
保
険

保
険

加
入

の
有

無

※
再

下
請

通
知

書
の

添
付

書
類

（
建

設
業

法
施

行
規

則
第

１
４

条
の

４
第

３
項

）

・
再

下
請

通
知

人
が

再
下

請
人

と
締

結
し

た
当

初
契

約
及

び
変

更
契

約
の

契
約

書
面

の
写

し
（
公

共
工

事
以

外
の

建
設

工
事

に
つ

い
て

締
結

さ
れ

る
も

の
に

係
る

も
の

は
、

請
負

代
金

の
額

に
係

る
部

分
を

除
く
）
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工事価格に占める法定福利費の平均割合（令和８年国基準に準拠）

○　営繕工事については、工事価格の５％（エレベーター工事は２％）とする。
○　上記は概算に用いる平均割合であることから，工事等の種別に応じてより適切な
　根拠がある場合は、その平均割合を使用することもできる。



設
計

額
（
円

）

工
事

価
格

消
費

税
相

当
額

注
　

「
（
参

考
）
上

記
工

事
価

格
に

含
ま

れ
る

法
定

福
利

費
概

算
額

」
は

、
法

定
福

利
費

の
う

ち
事

業
主

負
担

額
の

概
算

額
で

あ
る

。
当

該
　

概
算

額
は

、
あ

く
ま

で
現

場
管

理
費

及
び

直
接

工
事

費
（
営

繕
工

事
に

つ
い

て
は

、
直

接
工

事
費

、
共

通
仮

設
費

及
び

現
場

管
理

費
）
に

　
含

ま
れ

る
法

定
福

利
費

に
つ

い
て

、
本

件
工

事
に

係
る

予
定

価
格

の
額

に
、

工
種

別
の

「
予

定
価

格
に

占
め

る
法

定
福

利
費

の
平

均
　

割
合

」
を

乗
じ

て
算

出
し

た
も

の
で

あ
り

、
実

際
に

事
業

主
が

負
担

す
る

額
は

労
働

者
の

雇
用

形
態

、
施

工
地

域
等

に
応

じ
て

決
定

さ
れ

　
る

。

内
訳

工
事

費

（
参

考
）
上

記
工

事
価

格
に

含
ま

れ
る

法
定

福
利

費
概

算
額

工
事

名

工
種

（
複

数
の

工
種

が
あ

る
工

事
は

主
た

る
工

種
）
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（
単

位
：
円

）

工
事

名
【
予

定
価

格
に

占
め

る
法

定
福

利
費

の
概

算
額

/
請

負
代

金
内

訳
書

に
記

載
さ

れ
た

法
定

福
利

費
(%

)が
著

し
く

低
い

も
の

（
5
0
％

以
下

が
目

安
）
に

つ
い

て
記

載
】

予
定

価
格

（
税

抜
）

予
定

価
格

に
含

ま
れ

る
法

定
福

利
費

の
概

算
額

契
約

金
額

（
税

抜
）

請
負

代
金

内
訳

書
に

記
載

さ
れ

た
法

定
福

利
費

の
額

受
注

者
が

当
初

記
載

し
た

額
が

確
認

に
よ

り
変

更
さ

れ
た

場
合

に
は

、
変

更
後

の
法

定
福

利
費

の
額

（
工

事
開

始
後

の
契

約
変

更
に

伴
う

も
の

は
除

く
。

）

受
注

者
に

よ
る

確
認

を
経

て
も

な
お

5
0
％

（
目

安
）
を

下
回

る
場

合
に

「
✓

」
を

記
載

1 1

請
負

代
金

内
訳

書
調

査
票

指
示

状
況

（
指

示
を

行
っ

た
日

時
や

内
容

、
相

手
方

対
応

状
況

等
に

つ
い

て
記

載
）

※
コ

メ
ン

ト
で

挿
入

受
注

業
者

名
：
●

●
建

設

住
所

：
○

○
県

△
△

市
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A
B

25
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【
参

考
】

法
定

福
利

費
を

明
示

す
る

請
負

代
金

内
訳

書


